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遠軽町国民保護計画新旧対照表 

編 章 大項 項 ページ 変更後 変更前 変更理由等 区分 

１ ５   ８ 

～ 

１０ 

 

第１編 

第５章 町の地理的、社会的特徴 

  (1) 地形 

    面積は、1,332，45 平方キロメートル 

  (2) 気候 

    令和 5年 

  (3) 人口分布 

    令和 6年 3 月 31 日現在 

  (4) 特急急行は 6 駅のうち各地域の主要駅で停車 

    民間バス会社 2 社により 5路線、町営バス（福祉バス含む）により 

5 路線が運航されている。 

第１編 

第５章 町の地理的、社会的特徴 

  (1) 地形 

    面積は、1,332，32 平方キロメートル 

  (2) 気候 

    平成 17 年 

  (3) 人口分布 

    平成 18 年 3 月 31 日現在 

  (4) 特急急行は 8 駅のうち各地域の主要駅で停車 

    民間バス会社 2 社により 10 路線が運航されている。 

数値等の修正 軽微 

２ １ ４ １ １５ 

～ 

１６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２ 

第２編 平素からの備えや予防 

第１章 組織・体制の整備等 

第１ 町における組織・体制の整備 

  １ 町の各部局における平素の業務 

    総務部 

     

各総合支所 

経済部 

 

各総合支所 

出納課 

第４ 情報収集・提供等の体制整備 

  １ 基本的考え方 

   (2) 体制整備にあたっての留意事項 

     運用面 

    ・担当職員の役割・責任の明確化等を図るとともに、担当職員が被

害を受けた場合に備え、円滑に他の職員が代行できるような体制の

構築を図る。 

第２編 平素からの備えや予防 

第１章 組織・体制の整備等 

 第１ 町における組織・体制の整備 

  １ 町の各部局における平素の業務 

    総務部 

    選挙管理委員会事務局 

    各総合支所地域住民課 

    経済部 

    農業委員会事務局 

    各総合支所産業課 

    出納室 

第４ 情報収集・提供等の体制整備 

  １ 基本的考え方 

   (2) 体制整備にあたっての留意事項 

     運用面 

    ・担当職員の役割・責任の明確化等を図るとともに、職員担当者が

被害を受けた場合に備え、円滑に他の職員が代行できるような体制

の構築を図る。 

 

 

遠軽町機構改革による修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言の修正 

軽微 

２ １ ４ ２ ２３ 第２編 平素からの備えや予防 

第１章 組織・体制の整備等 

 第４ 情報収集・提供の体制整備 

  ２ 警報等の伝達に必要な準備 

   (2) 情報伝達体制の整備 

町は、防災情報メール、登録制メール、広報車、消防団及び自主 

防災組織や自治会等の地域コミュニティーを通じた伝達等により、指

定公共機関及び指定地方公共機関である放送事業者等との協力・連携

の強化、コンピュータやデータ通信等を活用した迅速な情報提供シス

テムの構築（充実）に努め、住民に対する迅速かつ的確な情報伝達体

制の整備（充実）を図る。更に緊急情報ネットワークシステム（Ｅｍ

－Ｎｅｔ）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、消防救急無線、

防災行政無線等を中心に、総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）等の

公共ネットワークの情報通信手段を的確に運用・管理・整備する。 

 

 

 

 

 

第２編 平素からの備えや予防 

第１章 組織・体制の整備等 

第４ 情報収集・提供の体制整備 

２ 警報等の伝達に必要な準備 

   (2) 防災行政無線の整備 

  町は、武力攻撃事態等における迅速な警報の内容の伝達等に必 

要となる同報系その他の防災行政無線の通信方式のデジタル化の推

進や可聴範囲の拡大を図るなど通信体制の充実に努める。 

同報系防災行政無線の整備にあたっては、国による全国瞬時警報シス

テム（J－ALERT）（※）の開発・整備の検討を踏まえる。 

 

※【全国瞬時警報システム（J-ALERT）の整備について】 

国においては、対処に時間的余裕のない弾道ミサイル攻撃に係る警報

や自然災害における緊急地震速報、津波警報等を住民に瞬時かつ確実

に伝達するため、国が衛星通信ネットワークを通じて直接市町村の同

報系防災行政無線を起動し、サイレン吹鳴等を行う全国瞬時警報シス

テム（J-ALERT）の開発・整備を進めている。 

 

 

 

基本指針の変更 

 

緊急情報ネットワークシ

ステム（Ｅｍ－Ｎｅｔ）、

全国瞬時警報システム

（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）を追

記する。 

 

平成 29 年 8 月 3 日(消防

国第 70 号)を反映済み。 

 

協議 
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遠軽町国民保護計画新旧対照表 

編 章 大項 項 ページ 変更後 変更前 変更理由等 区分 

２ １ ４ ３ ２３ 第２編 平素からの備えや予防 

第１章 組織・体制の整備等 

 第４ 情報収集・提供の体制整備 

  ３ 安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備 

  (1) 安否情報の種類、収集及び報告の様式 

町は、避難住民及び武力攻撃災害により死亡し又は負傷した住民 

の安否情報（以下参照）に関して、原則として、武力攻撃事態等に

おける安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報の照会及び

回答の手続その他の必要な事項を定める省令（平成１７年総務省令

第４４号。以下「安否情報省令」という。）第１条に規定する様式第

１号及び第２号の安否情報収集様式により収集し、安否情報システ

ムを用いて道に報告する。 

第２編 平素からの備えや予防 

第１章 組織・体制の整備等 

 第４ 情報収集・提供の体制整備 

３ 安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備 

  (1) 安否情報の種類、収集及び報告の様式 

町は、避難住民及び武力攻撃災害により死亡し又は負傷した住民

の安否情報（以下参照）に関して、武力攻撃事態等における安否情

報の収集及び報告の方法並びに安否情報の照会及び回答の手続そ

の他の必要な事項を定める省令（平成１７年総務省令第４４号。以

下「安否情報省令」という。）第１条に規定する様式第１号及び第２

号により収集を行い、第２条に規定する様式第３号の安否情報報告

書の様式により、道に報告する。 

 

 

平成 29 年 8 月 3 日(消防

国第 70 号) 

→平成 30 年 2 月 7 日(事

務連絡) 

 

報告要領の修正 

軽微 

２ １ ５ ２ ２６ 第２編 平素からの備えや予防 

第１章 組織・体制の整備等 

 第５ 研修及び訓練 

２ 訓練 

   (1) 町における訓練の実施 

町は、消防本部等、近隣市町村、道、国等関係機関と共同するなど

して、国民保護措置についての訓練を実施し、武力攻撃事態等におけ

る対処能力の向上を図る。訓練の実施に当たっては、具体的な事態を

想定し、防災訓練におけるシナリオ作成等、既存のノウハウを活用す

るとともに、道警察、自衛隊との連携によるＮＢＣ攻撃等による発生

する武力攻撃災害への対応訓練、広域にわたる避難訓練等、武力攻撃

事態等に特有な訓練等について、人口密集地を含む様々な場所や想定

で行うとともに、実際に資機材や様々な情報伝達手段を用いるなど実

践的なものとするよう努める。 

 

 

第２編 平素からの備えや予防 

第１章 組織・体制の整備等 

 第５ 研修及び訓練 

  ２ 訓練 

   (1) 町における訓練の実施 

    町は、消防本部等、近隣市町村、道、国等関係機関と共同するなど

して、国民保護措置についての訓練を実施し、武力攻撃事態等におけ

る対処能力の向上を図る。訓練の実施に当たっては、具体的な事態を

想定し、防災訓練におけるシナリオ作成等、既存のノウハウを活用す

るとともに、道警察、自衛隊との連携を図る。 

 

基本指針の変更 

平成 29 年 12 月 19 日(消

防国第 106 号) 

 

訓練の実施内容等につい

て追記 

軽微 

２ ２  １ ２８ 第２編 平素からの備えや予防 

第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え 

  １ 避難に関する基本的事項 

   (1) 基礎的資料資料の収集 

    ※【町対策本部において集約・整理すべき基礎的資料】 

      〇 避難行動要支援者名簿 

(3)  高齢者、障害者等避難行動要支援者への配慮 

町は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障害者等自ら避難

することが困難な者の避難について、自然災害時への対応として作

成する避難行動要支援者名簿を活用しつつ、避難行動要支援者の避

難対策を講じる。 

その際、避難誘導時において、災害・福祉関係部局を中心とした

横断的な「避難行動要支援者支援班」を迅速に設置できるよう職員

の配置に留意する。 

 

 

 

 

 

第２編 平素からの備えや予防 

第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え 

  １ 避難に関する基本的事項 

   (1) 基礎的資料資料の収集 

    ※【町対策本部において集約・整理すべき基礎的資料】 

      〇 災害時要援護者の避難支援プラン 

(3) 高齢者、障害者等災害時要援護者への配慮 

町は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障害者等自ら避難

することが困難な者の避難について、自然災害時への対応として作

成する避難支援プランを活用しつつ、災害時要援護者の避難対策を

講じる。 

その際、避難誘導時において、災害・福祉関係部局を中心とした

横断的な「災害時要援護者支援班」を迅速に設置できるよう職員の

配置に留意する。 

 

平成 29 年 8 月 3 日【消防

国第 70 号】 

 

文言の修正 

軽微 
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遠軽町国民保護計画新旧対照表 

編 章 大項 項 ページ 変更後 変更前 変更理由等 区分 

２ ２  １ ２９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２編 平素からの備えや予防 

第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え 

  １ 避難に関する基本的事項 

※【避難行動要支援者名簿について】 

武力攻撃やテロ発生時においても、避難誘導に当たっては、自然災 

害時と同様, 高齢者、障害者等の避難行動要支援者への配慮が重要で

あるが、平素から、自然災害時における取組みとして行われる避難行

動要支援者名簿を活用することが重要である（「避難行動要支援者の

避難行動支援に関する取組指針」（平成25年8月）参照）。 

避難行動要支援者名簿は、災害対策基本法第49条の10において作成

 を義務づけられており、避難行動要支援者の氏名や生年月日、住所、

 避難支援等を必要とする事由等を記載又は記録するものとされてい

 る。 

また、災害発生時に避難行動要支援者の円滑かつ迅速な避難支援等 

の実施に結びつくため、町は避難行動要支援者の名簿情報について、

地域防災計画の定めるところにより、あらかじめ避難支援等の実施に

必要な限度で、避難支援等の実施に携わる関係者（避難支援 

等関係者）に提供することが求められている。 

 

 

第２編 平素からの備えや予防 

第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え 

  １ 避難に関する基本的事項 

※【災害時要援護者の避難支援プランについて】 

武力攻撃やテロ発生時においても、避難誘導に当たっては、自然災害

時と同様、高齢者、障害者等の災害時要援護者への配慮が重要である

が、平素から、自然災害時における取組みとして行われる災害時要援

護者の避難支援プランを活用することが重要である（「災害時要援護

者の避難支援ガイドライン」（平成１７年３月）参照）。 

避難支援プランは、災害時要援護者の避難を円滑に行えるよう、「要

援護者支援に係る全体的な考え方」と「要援護者一人一人に対する個

別計画」で構成される。 

災害時要援護者一人一人の避難支援プランを実施するためには、災

害時要援護者情報の把握が不可欠であるが、その方法としては、①同

意方式、②手上げ方式、③共有情報方式の３つの方法があり、これら

により取得した情報をもとに一定の条件や考え方に基づき、支援すべ

き災害時要援護者を特定し、福祉関係部局と防災関係部局が連携の下

で、災害時要援護者各個々人の避難支援プランを策定することとなる

（家族構成や肢体不自由の状況、避難支援者や担当している介護保険

事業者名などを記載）。 

平成 29 年 8 月 3 日【消防

国第 70 号】 

 

文言の修正 

軽微 

２ ２  ５ ３０ 第２編 平素からの備えや予防 

第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え 

  ５ 避難施設の指定への協力 

   町は、道が行う避難施設の指定に際しては、施設の収容人数、構造、

保有設備等の必要な情報を提供するなど道に協力する。町は、道が指定

した避難施設に関する情報を避難施設データベース等により、道と共有

するとともに、道と連携して住民に周知する。 

 

 

第２編 平素からの備えや予防 

第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え 

  ５ 避難施設の指定への協力 

   町は、道が行う避難施設の指定に際しては、必要な情報を協力する。

町は、道が指定した避難施設に関する情報を避難施設データベース等に

より、道と共有するとともに、道と連携して住民に周知する。 

基本指針の変更 

平成 29 年 12 月 19 日【消

防国第 106 号】 

 

協力内容の追記 

軽微 

２ ２  ６ ３１ 第２編 平素からの備えや予防 

第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え 

  ６ 生活関連施設の把握等 

   (1) 生活関連施設の把握等 

    ※ 【生活関連当施設の種類及び所轄省庁、所管道担当部局】 

第２８条 ５号 核燃料物質（汚染物質を含む。）   

原子力規制委員会 

 

６号 核原料物質     原子力規制委員会                      

          

７号 放射性同位元素（汚染物質を含む。） 

原子力規制委員会 

８号 毒劇薬（医薬品、医療機器等の品質、有効 

性及び安全性の確保等に関する法律） 

 

 

第２編 平素からの備えや予防 

第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え 

  ６ 生活関連施設の把握等 

   (1) 生活関連施設の把握等 

    ※ 【生活関連当施設の種類及び所轄省庁、所管道担当部局】 

     第２８条 ５号 核燃料物質（汚染物質を含む。） 

                          文部科学省 

                          経済産業省 

          ６号 核原料物質        文部科学省 

                          経済産業省 

          ７号 放射性同位元素（汚染物質を含む。） 

                          文部科学省 

          ８号 毒劇薬（薬事法） 

 

 

 

 

 

 

関係省庁等変更 

 

 

 

 

 

法の施行に伴う法律名称

の変更 

軽微 
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遠軽町国民保護計画新旧対照表 

編 章 大項 項 ページ 変更後 変更前 変更理由等 区分 

３ ２  １  

 

 

 

 

 

 

３９ 

 

 

 

 

４０ 

 

 

４１ 

 

 

 

４２ 

 

４４ 

第３編 武力攻撃事態等への対応 

第２章 町対策本部の設置等 

  １ 町対策本部の設置 

   (3) 町対策本部の組織構成及び機能 

     町対策本部組織図 

     地域本部会議 

     副本部長  総合支所参事 

     地域本部員 教育センター長 

 

     町対策本部の業務分担 

     総務班  総務部総務課 

          総務部危機対策室 

     地域住民班 各総合支所 

企画班  総務部企画課 

 

出納班  出納課 

税務班  総務部税務課 

     保育班  民生部子育て支援課 

     産業班  各総合支所 

     施設班  教育部社会教育課 

 

     指定班  議会事務局 

第３編 武力攻撃事態等への対応 

第２章 町対策本部の設置等 

  １ 町対策本部の設置 

   (3) 町対策本部の組織構成及び機能 

     町対策本部組織図 

     地域本部会議 

     副本部長  地域住民課長 

     地域本部員 産業課長 

           教育センター長 

町対策本部の業務分担 

     総務班  総務部総務課 

 

     地域住民班 地域住民課 

     企画班  総務部企画課 

          総務部ジオパーク推進課 

     出納班  出納室 

税務班  民生部税務課  

保育班  民生部保育課 

産業班  産業課 

施設班  教育部社会教育課 

     教育部社会体育課 

指定班  議会事務局 

     選挙管理委員会事務局 

     農業委員会事務局     

 

 

 

 

 

 

 

遠軽町機構改革による修

正 

 

軽微 

３ ４ １ ２ ５４ 第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第４章 警報及び避難の指示 

第１ 警報の伝達等 

２ 警報の内容の伝達方法 

 (1) 警報の内容は、緊急情報ネットワークシステム（Ｅｍ－Ｎｅｔ）、

全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）等を活用し、地方公共団

体に伝達される。町長は、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）

と連携している情報伝達手段等により、原則として以下の要領によ

り情報を伝達する。 

イ 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと認められる

地域」に町が含まれない場合 

(ｱ)  この場合においては、原則として、サイレンは使用せず、広

報車やホームページへの掲載をはじめとする手段により、周知を

図る。 

(ｲ)  なお、町長が特に必要と認める場合には、サイレンを使用し

て住民に周知を図る。 

また、消防団や自主防災組織による伝達、自治会等への協力

依頼などの方法も活用する。 

※ 全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）によって情報が伝達さ

れなかった場合においては、緊急情報ネットワークシステム（Ｅｍ

－Ｎｅｔ）によって伝達された情報をホームページ等に掲載する等

により、周知を図る。 

 

第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第４章 警報及び避難の指示 

第１ 警報の伝達等 

２ 警報の内容の伝達方法 

   (1) 警報の内容の伝達方法については、当面の間は、現在町が保有す

る伝達手段に基づき、原則として以下の要領により行う。 

 

 

 

  イ 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと認められる

地域」に町が含まれない場合 

(ｱ) この場合においては、原則として、サイレンは使用せず、広

報車やホームページへの掲載をはじめとする手段により、周知

を図る。 

(ｲ)  なお、町長が特に必要と認める場合には、サイレンを使用し

て住民に周知を図る。 

また、消防団や自主防災組織による伝達、自治会等への協力 

依頼などの方法も活用する。 

なお、警報の内容を瞬時かつ確実に伝達するため、同報系防

災無線及び国において整備が進められている全国瞬時警報シス

テム（J-ALERT）の導入を検討する。 

平成 29 年 8 月 3 日(消防

国第 70 号) 

 

緊急情報ネットワークシ

ステム（Ｅｍ－Ｎｅｔ）、

全国瞬時警報システム

（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）等の

使用を追記 

軽微 



5 

 

遠軽町国民保護計画新旧対照表 

編 章 大項 項 ページ 変更後 変更前 変更理由等 区分 

３ ４ １ ２ ５４ 第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第４章 警報及び避難の指示 

第１ 警報の伝達等 

  ２ 警報の内容の伝達方法 

 (2) 町長は、消防機関と連携し、あるいは自主防災組織等の自発的な協

    力を得ることなどにより、各世帯等に警報の内容を伝達することがで

    きるよう、体制の整備に努める。 

この場合において、消防長等は、保有する車両・装備を有効に活用

し、巡回等による伝達を行うとともに、消防団は、消防団長の指揮の

もと、平素からの地域との密接なつながりを活かし、自主防災組織、

自治会や避難行動要支援者等への個別の伝達を行うなど、それぞれ

の特性を活かした効率的な伝達が行われるように配意する。 

また、町は、道警察の交番、駐在所、パトカー等の勤務員による拡

声機や標示を活用した警報の内容の伝達が的確かつ迅速に行われる

よう、道警察と緊密な連携を図る。 

(3) 警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障害者、外国人等に対 

する伝達に配慮するものとし、具体的には、避難行動要支援者につい

て、防災・福祉部局との連携の下で、避難行動要支援者名簿を活用す

るなど、避難行動要支援者に迅速に正しい情報が伝達され、避難など

に備えられるような体制の整備に努める。 

 

第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第４章 警報及び避難の指示 

第１ 警報の伝達等 

２ 警報の内容の伝達方法 

 (2) 町長は、消防機関と連携し、あるいは自主防災組織等の自発的な協

力を得ることなどにより、各世帯等に警報の内容を伝達することができ

るよう、体制の整備に努める。 

この場合において、消防長等は、保有する車両・装備を有効に活用

し、巡回等による伝達を行うとともに、消防団は、消防団長の指揮の

もと、平素からの地域との密接なつながりを活かし、自主防災組織、

自治会や災害時要援護者等への個別の伝達を行うなど、それぞれの

特性を活かした効率的な伝達が行われるように配意する。 

また、町は、道警察の交番、駐在所、パトカー等の勤務員による拡

声機や標示を活用した警報の内容の伝達が的確かつ迅速に行われる

よう、道警察と緊密な連携を図る。 

(3) 警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障害者、外国人等に対 

する伝達に配慮するものとし、具体的には、災害時要援護者について、

防災・福祉部局との連携の下で避難支援プランを活用するなど、災害時

要援護者に迅速に正しい情報が伝達され、避難などに備えられるような

体制の整備に努める。 

 

平成 29 年 8 月 3 日(消防

国第 70 号) 

 

文言の修正 

軽微 

３ ４ ２ ２ ５７ 第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第４章 警報及び避難の指示等 

 第２ 避難住民の誘導等 

  ２ 避難実施要領の策定 

   (3) 避難実施要領の策定の際における考慮事項 

カ 要支援者の避難方法の決定（避難行動要支援者名簿、避難行動

要支援者支援班の設置） 

第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第４章 警報及び避難の指示等 

 第２ 避難住民の誘導等 

  ２ 避難実施要領の策定 

(3) 避難実施要領の策定の際における考慮事項 

 カ 要援護者の避難方法の決定（避難支援プラン、災害時要援護者 

支援班の設置） 

 

平成 29 年 8 月 3 日(消防

国第 70 号) 

→平成 30 年 2 月 7 日（事

務連絡） 

 

文言の修正 

軽微 

３ ４ ２ ３ ５８ 第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第４章 警報及び避難の指示等 

 第２ 避難住民の誘導等 

  ３ 避難住民の誘導 

   (2) 消防機関の活動 

消防本部等は、消火活動及び救助・救急活動の状況を勘案し 

つつ、町長の定める避難実施要領に基づき、要所に消防車両等 

を配置し、車載の拡声器を活用する等効果的な誘導を実施する 

とともに、避難行動要支援者の人員輸送車両等による運送を行 

う等保有する装備を有効活用した避難住民の誘導を行う。 

  消防団は、消火活動及び救助・救急活動について、消防本部等と

連携しつつ、自主防災組織、自治会等と連携した避難住民の誘導を

行うとともに、避難行動要支援者に関する情報の確認や要避難地域

内残留者の確認等を担当する等地域とのつながりを活かした活動

を行う。 

なお、町長は、遠軽地区広域組合の管理者及び消防長等に対して必

要な措置を講ずべきことを指示するよう求めるなど必要な連携を図

る。このため、平素から町の国民保護計画や避難実施要領のパターン

の作成等に当たっては、当該消防機関やその管理者等と十分な調整を

行う。 

第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第４章 警報及び避難の指示等 

 第２ 避難住民の誘導等 

  ３ 避難住民の誘導 

   (2) 消防機関の活動 

消防本部等は、消火活動及び救助・救急活動の状況を勘案しつつ、

町長の定める避難実施要領に基づき、要所に消防車両等を配置し、

車載の拡声器を活用する等効果的な誘導を実施するとともに、自力

歩行困難な災害時要援護者の人員輸送車両等による運送を行う等

保有する装備を有効活用した避難住民の誘導を行う。 

  消防団は、消火活動及び救助・救急活動について、消防本部等と

連携しつつ、自主防災組織、自治会等と連携した避難住民の誘導を

行うとともに、災害時要援護者に関する情報の確認や要避難地域内

残留者の確認等を担当する等地域とのつながりを活かした活動を

行う。 

なお、町長は、遠軽地区広域組合の管理者及び消防長等に対して

必要な措置を講ずべきことを指示するよう求めるなど必要な連携

を図る。このため、平素から町の国民保護計画や避難実施要領のパ

ターンの作成等に当たっては、当該消防機関やその管理者等と十分

な調整を行う 

平成 29 年 8 月 3 日(消防

国第 70 号) 

 

文言の修正 

軽微 
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遠軽町国民保護計画新旧対照表 

編 章 大項 項 ページ 変更後 変更前 変更理由等 区分 

３ ４ ２ ３ ５９ 

 

第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第４章 警報及び避難の指示等 

 第２ 避難住民の誘導等 

  ３ 避難住民の誘導 

   (6) 高齢者、障害者等への配慮 

町長は、高齢者、障害者等の避難を万全に行うため、避難行動要

支援者支援班を設置し、社会福祉協議会、民生委員、福祉事業者、

障害者団体等と協力して、避難行動要支援者への連絡、運送手段の

確保を的確に行うものとする（「避難行動要支援者名簿」を活用しな

がら対応を行う。その際、民生委員と社会福祉協議会との十分な協

議の上、その役割を考える必要がある。）。 

（ゲリラ・特殊部隊による攻撃等に際しては、被害が局地的、限定

的なものにとどまることも多いことから、時間的余裕がなく、移動

により攻撃に巻き込まれる可能性が高い場合は、屋内への避難を現

実的な避難方法として検討せざるを得ない場合もあり得る。） 

第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第４章 警報及び避難の指示等 

 第２ 避難住民の誘導等 

  ３ 避難住民の誘導 

   (6) 高齢者、障害者等への配慮 

町長は、高齢者、障害者等の避難を万全に行うため、災害時要援

護者支援班を設置し、社会福祉協議会、民生委員、介護保険制度関

係者、障害者団体等と協力して、災害時要援護者への連絡、運送手

段の確保を的確に行うものとする（また、「避難支援プラン」を策

定している場合には、当該プランに沿って対応を行う。その際、民

生委員と社会福祉協議会との十分な協議の上、その役割を考える必

要がある。）。 

（ゲリラ・特殊部隊による攻撃等に際しては、被害が局地的、限 

定的なものにとまることも多いことから、時間的余裕がなく、移動

により攻撃に巻き込まれる可能性が高い場合は、屋内への避難を現

実的な避難方法として検討せざるを得ない場合もあり得る。） 

文言の修正 

 

 

軽微 

３ ４ ２ ３ ５９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６０ 

 

第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第４章 警報及び避難の指示等 

 第２ 避難住民の誘導等 

  ３ 避難住民の誘導 

(7) 大規模集客施設等における当該施設滞在者等の避難 

町は、大規模集客施設や旅客輸送関連施設に対して、施設管理者と

連携し、施設の特性に応じ当該施設などに滞在する者等について

も、避難等の国民保護措置が円滑に実施できるよう必要な対策をと

るものとする。 

(8) 残留者等への対応 （略） 

(9) 避難所等における安全確保等 （略） 

(10) 動物の保護等に関する配慮 （略） 

(11) 通行禁止措置の周知 （略） 

(12) 道に対する要請 （略） 

(13) 避難住民の輸送の求め等 （略） 

(14) 避難住民の復帰のための措置 （略） 

第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第４章 警報及び避難の指示等 

 第２ 避難住民の誘導等 

  ３ 避難住民の誘導 

 

 

 

 

 

(7) 残留者等への対応 （略） 

(8) 避難所等における安全確保等 （略） 

(9) 動物の保護等に関する配慮 （略） 

(10) 通行禁止措置の周知 （略） 

(11) 道に対する要請 （略） 

(12) 避難住民の輸送の求め等 （略） 

(13) 避難住民の復帰のための措置 （略） 

基本指針の変更 

平成 29 年 8 月 3 日(消防

国第 70 号) 

 

(7) 新設 

 

 

 

項番号繰り下げ 

協議 

３ ４ ２ ３  

 

 

 

 

 

 

 

６０ 

 

 

６１ 

第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第４章 警報及び避難の指示等 

 第２ 避難住民の誘導等 

  ３ 避難住民の誘導 

    弾道ミサイル攻撃の場合 

   (1)～(2)(略) 

  ※ 弾道ミサイル攻撃については、発射の兆候を事前に察知した場 

合でも、発射された段階で攻撃目標を特定することは極めて困難 

であり、また、弾道ミサイルの主体（国又は国に準じる者）の意 

図等により攻撃目標は変化するとともに、その保有する弾道ミサイ 

ルの精度により、実際の着弾地点は変わってくる。 

 このため、町は、弾道ミサイル発射時に住民が適切な行動をと

ることができるよう、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）

による情報伝達及び弾道ミサイル落下時の行動について平素から

周知に努めるとともに、弾道ミサイルが発射された場合には、町

に着弾の可能性があり得るものとして、対応を考える必要がある。    

また、急襲的に航空攻撃が行われる場合についても、弾道ミサ

イルの場合と同様の対応をとるものとする。 

第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第４章 警報及び避難の指示等 

 第２ 避難住民の誘導等 

  ３ 避難住民の誘導 

    弾道ミサイル攻撃の場合 

   (1)～(2)(略) 

  ※ 弾道ミサイル攻撃については、発射の兆候を事前に察知した 

場合でも、発射された段階で攻撃目標を特定することは極めて困 

難である。 

このため、弾道ミサイルの主体（国又は国に準じる者）の 

意図等により攻撃目標は変化するとともに、その保有する弾道ミ

サイルの精度により、実際の着弾地点は変わってくる。このため、

すべての市町村に着弾の可能性があり得るものとして、対応を考

える必要がある。 

また、急襲的に航空攻撃が行われる場合についても、弾道 

ミサイルの場合と同様の対応をとるものとする。 

 

   

基本指針の変更 

平成 29 年 12 月 19 日(消

防国第 106 号) 

 

文言の修正 

軽微 
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遠軽町国民保護計画新旧対照表 

編 章 大項 項 ページ 変更後 変更前 変更理由等 区分 

３ ５  １ ６３ 第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第５章 救援 

  １ 救援の実施 

   (1)  救援の実施 

    ケ 遺体の捜索及び処理 

第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第５章 救援 

   １ 救援の実施 

    (1) 救援の実施 

ケ 死体の捜索及び処理 

 

文言の修正 軽微 

３ ５  ３ 

 

６４ 第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第５章 救援 

  ３ 救援の内容 

   (1) 救援の基準等 

    町長は、１の(1)の通知があった場合は、「武力攻撃事態等における

国民の保護のための措置に関する法律による救援の程度及び方法の

基準」（平成２５年内閣府告示第２２９号。以下「救援の程度及び基

準」という。）及び道国民保護計画の内容に基づき救援の措置を行う。 

 町長は、救援の程度及び基準によっては救援の適切な実施が困難で

あると判断する場合には、知事に対し、内閣総理大臣に特別な基準の

設定についての意見を申し出るよう要請する。 

第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第５章 救援 

  ３ 救援の内容 

   (1) 救援の基準等 

町長は、１の（１）の通知があった場合は、「武力攻撃事態等にお

ける国民の保護のための措置に関する法律による救援の程度及び方

法の基準」（平成１６年厚生労働省告示第３４３号。以下「救援の程

度及び基準」という。）及び道国民保護計画の内容に基づき救援の措

置を行う。町長は、救援の程度及び基準によっては救援の適切な実施が

困難であると判断する場合には、知事に対し、厚生労働大臣に特別な基

準の設定についての意見を申し出るよう要請する。 

救護事務の移管 

平成 29 年 8 月 3 日(消防

国第 70 号) 

 

文言の修正 

軽微 

３ ５  ３ ６７ 第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第５章 救援 

  ３ 救援の内容 

   (3) 救援の内容 

ケ 遺体の捜索及び処理  

(ｱ) 遺体の捜索 

遺体の捜索について、道警察、消防機関及び自衛隊等と連携 

して実施する。 

(ｲ) 遺体の処理 

捜索等の結果、武力攻撃災害の際に死亡した者で社会混乱のた

め、その遺族が処置を行えない場合又は遺族がいない場合、関係

機関と連携し、遺体の洗浄、縫合、消毒等の処理、遺体の一次保

存（原則既存の建物）、検案等の措置を行う。 

第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第５章 救援 

  ３ 救援の内容 

   (3) 救援の内容 

    ケ 死体の捜索及び処理 

(ｱ) 死体の捜索 

死体の捜索について、道警察、消防機関及び自衛隊等と連携 

して実施する。 

(ｲ) 死体の処理 

捜索等の結果、武力攻撃災害の際に死亡した者で社会混乱のた 

め、その遺族が処置を行えない場合又は遺族がいない場合、関係

機関と連携し、死体の洗浄、縫合、消毒等の処理、死体の一次保

存（原則既存の建物）、検案等の措置を行う。 

 

文言の修正 軽微 

３ ６  ２ ７０ 第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第６章 安否情報の収集・提供 

  ２ 安否情報の収集 

   (1) 安否情報の収集 

町は、避難所において安否情報の収集を行うほか、平素から把握

している町が管理する医療機関、諸学校等からの情報収集、道警察

への照会などにより安否情報の収集を行う。 

安否情報の収集に当たっては、避難住民又は武力攻撃災害により

負傷した住民については安否情報省令第１条に規定する様式第１

号を、武力攻撃災害により死亡した住民については同様式第２号を

用いて行う。 

また、安否情報の収集は、避難所において、避難住民から任意で

収集した情報のほか、住民基本台帳等町が平素から行政事務の円滑

な遂行のために保有する情報等を活用して行う。 

 

 

 

第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第６章 安否情報の収集・提供 

  ２ 安否情報の収集 

   (1) 安否情報の収集 

町は、避難所において安否情報の収集を行うほか、平素から把握

している町が管理する医療機関、諸学校等からの情報収集、道警察

への照会などにより安否情報の収集を行う。 

安否情報の収集に当たっては、避難住民又は武力攻撃災害により

負傷した住民については安否情報省令第１条に規定する様式第１

号を、武力攻撃災害により死亡した住民については同様式第２号を

用いて行う。 

また、安否情報の収集は、避難所において、避難住民から任意で

収集した情報のほか、住民基本台帳、外国人登録原票等町が平素か

ら行政事務の円滑な遂行のために保有する情報等を活用して行う。 

外国人登録制度廃止に伴

い文言の削除 

 

 

軽微 
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遠軽町国民保護計画新旧対照表 

編 章 大項 項 ページ 変更後 変更前 変更理由等 区分 

３ ７ ４ １ ７９ 第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第７章 武力攻撃災害への対処 

 第４ ＮＢＣ攻撃による災害への対処等 

  １ ＮＢＣ攻撃による災害への対処 

   (4) 汚染原因に応じた対応 

    ア 核攻撃の場合 

     (ｱ) 町は、核攻撃等による災害が発生した場合、国の対策本部に 

よる汚染範囲の特定を補助するため、汚染の範囲特定に資する 

被災情報を道に直ちに報告する。 

(ｲ)  措置に当たる要員に防護服を着用させるとともに、被ばく線 

量の管理を行いつつ、活動を実施させる。 

(ｳ) 町は、避難住民等（輸送に使用する車両及びその乗務員を含 

む。）の避難退域時検査及び簡易除染その他放射性物質による汚 

染の拡大を防止するため住民等へ向け、避難退域時検査の場所、 

災害の概要、避難に必要な情報提供に努めるものとする。 

     (ｴ) 町長は、必要に応じ、安定ヨウ素剤の予防服用の実施及び飲食物

の摂取制限等の措置について、北海道地域防災計画（原子力防災計

画編）に準じて行うものとする。 

第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第７章 武力攻撃災害への対処 

 第４ ＮＢＣ攻撃による災害への対処等 

  １ ＮＢＣ攻撃による災害への対処 

   (4) 汚染原因に応じた対応 

    ア 核攻撃の場合 

町は、核攻撃等による災害が発生した場合、国の対策本部による

汚染範囲の特定を補助するため、汚染の範囲特定に資する被災情報

を道に直ちに報告する。 

また、措置に当たる要員に防護服を着用させるとともに、被ばく

線量の管理を行いつつ、活動を実施させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画（原子力災

害対策編）の修正 

(ｳ) 新設 

 

 

基本指針の変更 

(ｴ) 新設 

協議 

３ ７ ４ １ ７９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

８０ 

第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第７章 武力攻撃災害への対処 

 第４ ＮＢＣ攻撃による災害への対処等 

１ ＮＢＣ攻撃による災害への対処 

 (5) 町長又は遠軽地区広域組合管理者の権限 

法第１０８条第１項 対象物件 措置 

３号 遺体 ・移動の権限 

・移動の禁止 

 

３ 当該措置の対象となる物件、生活の用に供する水又は遺体（上記

中第５号及び第６号に掲げる権限を行使する場合にあっては、当

該措置の対象となる建物又は場所） 
 

第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第７章 武力攻撃災害への対処 

 第４ ＮＢＣ攻撃による災害への対処等 

１ ＮＢＣ攻撃による災害への対処 

 (5) 町長又は遠軽地区広域組合管理者の権限 

法第１０８条第１項 対象物件 措置 

３号 死体 ・移動の権限 

・移動の禁止 

 

３ 当該措置の対象となる物件、生活の用に供する水又は死体（上記

中第５号及び第６号に掲げる権限を行使する場合にあっては、当

該措置の対象となる建物又は場所） 
 

文言の修正 軽微 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ９  ２ ８２ 第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第９章 保健衛生の確保その他の措置 

  ２ 廃棄物の処理 

   (2) 廃棄物処理の特例 

    ア 町は、地域防災計画の定めに準じて、「災害廃棄物対策指針」（平

成３０年３月環境省環境厚生・資源循環局 災害廃棄物対策室）等

を参考としつつ、廃棄物処理体制を整備する。 

第３編 武力攻撃事態対処への対処 

第９章 保健衛生の確保その 

他の措置 

  ２ 廃棄物の処理 

   (2) 廃棄物処理の特例 

    ア 町は、町地域防災計画の定めに準じて、「震災廃棄物対策 

指針」（平成１０年厚生省生活衛生局作成）等を参考としつつ、

廃棄物処理体制を整備する。 

基本指針の変更 

 

文言の修正 

軽微 

 


